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｢市場と家族」再考（１）

原伸子

目次

はじめに－問題意識と課題の設定

Ｉ新古典派経済学における家族

（１）新家庭経済学（NewHouseholdEconomics）の論理

（２）フェミニスト新古典派経済学による問題提起

Ⅱイギリスにおけるジェンダー研究

一J・ハンフリーズの所説の検討を中心に－

（１）ジェンダー研究と現代経済学批判

（２）「家族賃金」論争の問題提起

（３）家族の相対的自律性と歴史的観点

（４）「ファミリーフレンドリー」経済学へ向けて（以上，本号）

Ⅲ資本蓄積と労働者家族（以下，次号）

Ⅳ歴史的に変動する家族

Ｖ福祉国家と家族，ジェンダー

おわりに

はじめに－問題意識と課題の設定

経済学は家族をどのように取り扱ってきたのであろうか。よく知られて

いるように，Ｇ・ベッカーは“ATheoryoftheAllocationofTime”

(Beckerl965）のなかで，労働市場や企業活動と同様に，家族のなかに経

済学的な分析の道具立てを導入することによって家族の経済学を提唱した。

それは，労働市場におけるジェンダー間格差と家族における性別役割分業

を同一の理論的枠組みで「合理的」に説明しようとするものである。たと

えば，大沢真知子は，「新しい家族のための経済学」（大沢1998)(')の中で，

ベッカー理論にもとづいて，戦後日本の資本蓄積を規定したゲームの理論
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の変化によって，今こそ，女'性の社会進出が求められていると述べている。

すなわち労働市場の供給条件を規定する制度としての日本的雇用`慣行は，

1990年代，金融のグローバリゼーションを契機として変化しつつあり，

それを維持するコストが高まっている。これまで「家族が安心して暮らせ

るのは，夫の雇用が保証されているという暗黙の了解があるからで」（同

上４頁）あり，その制度の経済的合理性が薄れるとともに，「経済社会は

ますます女，性を必要とする社会に変化している」（同上１０頁）のである，

と。そして，そこでは，さらに「女性の高学歴化」や「高学歴女性の就業

意欲の高まり｣，そして「少子化」という経済的・社会的条件の変化の重

要`性が指摘されている。

また，八代尚宏は，「結婚の経済学」（八代1993）のなかで次のように述

べている。「結婚というプライベートな問題が，社会的な関心として広がっ

たひとつのきっかけは，1989年の出生率が戦後最低の記録をぬり変えた

｢157ショック」であった。……もっとも，結婚を遅らしているのは，女

'性だけではなく男性も同様である。しかし，人々の経済行動に影響する経

済的な要因，すなわち学歴や就業機会の大幅な変化は，男.性についてでは

なく女性について生じたものであることから，結婚の変容は，主として女

'性行動の変化によって引き起こされたと見ることができる」（同上221頁)，

と。

見られるように，前者は，資本蓄積に伴う制度的枠組みの変化とそこで

のゲームのルールの変容を強調しており，後者は，むしろ経済学の一般理

論的枠組みを強調しているのであるが，そこでひとしく重視されているの

は，あくまで労働市場の需要構造の変化であり，それに相応しい，合理的

な供給条件を創出する必要性である。女'性の高学歴化やそれに伴う少子化

という労働の供給条件を規定する社会的・文化的条件の変化も，その限り

において論理に組み込まれているにすぎない。そこでの方法的基盤は，

｢人々の経済構造」と，その結果としての市場における最適状況，すなわ

ちパレート最適の達成への信頼であり，いわゆる方法的個人主義の立場で
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ある。それに対して，本稿で筆者が主張したいのは，後に述べるように，

理論と政策の双方において，労働市場の供給構造（家族）の資本蓄積に対

する相対的自律'性という観点が重要になってくるのではないのか，という

点にある。ここでの家族は，変化しつつある家族であり，現存する近代家

族を固定して考える必要はなく，むしろ，地域，コミュニティに包括され

る生活の場を意味している。

ところで他方，比較福祉国家論の立場から，Ｇエスピンーアンデルセン

は，著書「ポストエ業経済の社会的基礎一市場・福祉国家・家族の政治経

済学』（Esping-Andersenl999）の中で，「1980年代の福祉国家論を背後

で強力に支えてきた政治経済学は，家族への関心を甦らせるうえでほとん

ど何の役にも立たなかった。その分析の焦点は，国家と市場とのあいだの

闘いという問題に限定されており，家族に目が向けられるのは階級基盤の

中核としてか，あるいは分配結果の受けⅢ，脱商品化の受益者であるかぎ

りでのことだった｣(2)として，もっぱら「進化の一般的運動法則」に関心

を向けた戦後の「近代化論」や，「過度にマクロ指向」の比較政治経済学

に替えて，家族のミクロ行動を分析の核とする「新しい政治経済学」の必

要性を提唱している。このような主張は，１９９０年代に刊行された『福祉

資本主義の三つの世界』（Esping-Andersenl990）に対するジェンダー理

論からの批判を受け止めた上で提起されたものである。すなわちそこでは，

社会政策がジェンダー不平等を再生産しているという論理が欠落している，

という批判が出されたのである。それに対して，エスピンーアンデルセン

は「家族があらゆる福祉レジュームの核となる構成要素であるということ

を，この批判は厳しく心に刻ませてくれる」(3)として，家族にたいする

｢女性に優しい」政策こそが，ポストエ業社会に対して適応できる「〔男女〕

どちらも有利な」唯一最善の戦略を構成するものである，と述べることに

なる。

見られるように，市場と家族との関係をいかに理解するのかという問題

は，1980年代以降の「福祉国家の危機」や「プロ・ファミリー運動（親
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家族派運動)」の流れのなかで，かつてないほど重要な位置づけを与えら

れるようになった(4)｡また’990年代以降は，上述の大沢真知子の指摘に見

られるように，グローバリゼーションと経済条件の変化を背景として，市

場労働への女性の社会進出（その多くは非正規労働なのであるが(5)）と家

事労働との両立の問題として検討されることも多くなった。いわゆる「労

働力の女'性化｣(6)に対する評価の問題である。後述するように，正統派と

しての新古典派内部においても，人的資本モデルと現実との整合性の問題

や，そこから必然的に生じる理論の有効性への疑問が提起されるようになっ

た。

本稿では第一に，以上の問題を，まず方法論レベルにおいて取り上げる

ことにする。新家庭経済学（NewHouseholdEconomics）やフェミニス

ト新古典派経済学（FeministNeoclassicalEconomics）さらにはマルク

ス経済学における，市場と家族，ジェンダーの取り扱いが検討の対象とな

る。それは同時に，現代経済学批判の流れに連なることによって，当該問

題固有の枠組みを越えた理論的広がりをもつことになるであろう。そのさ

い，重要になってくるのは，労働市場の需要構造と供給構造との関係，さ

らには，構造とヒューマン・エージェンシーとの関係をいかに理解するの

か，という問題である。

第二は，歴史研究と理論研究との連繋である。１９８０年代，サッチャー

首相による「ヴィクトリア時代の価値観に戻れ」という掛け声にたいする

疑問を歴史研究という形で提示したイギリス，ケンブリッジ学派の家族史

研究や，２０世紀初頭のアメリカ家族史研究，さらにはＢＳラウントリー

のＰｂ"e、ﾉ:ＡＳｔ"ｄｙｑ／Tozu〃Ｌｊ/12,1901（長沼弘毅訳「貧乏研究」ダイヤ

モンド社，１９５９年）や，ＣブースのＬ加α"CMzbo"γq/t/zepeOpルi〃Ｌｏ”

αo",1902-1904.の流れを汲む生活変動論などの成果を理論的にいかに取

り入れていくのか，という問題である。Ｊハンフリーズや木本喜美子ら

とともに，筆者もまた，「歴史的に変動する家族」（木本1995)(7)という視

点を共有している。（但し,木本との意見の相違は，注（７）(14)(16)を参照
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されたい｡）

それで以下，まず，ペッカーに代表される伝統的経済学における家族組

識の論理と，フェミニストによる問題提起の影響を強くうけたフェミニス

ト新古典派経済学の理論を概観し，それらにたいする方法論的批判を，Ｊ・

ハンフリーズや，Ｊリュベリの所説の検討を中心に見ていくことにしよ

つ○

*筆者は本テーマについて，独占理論研究会（2001年２月２４日，東京経済大学）

と第４９回経済理論学会（2001年１０月２０日，駒沢大学）において報告する機

会を得た。そこでの貴重なご意見に心より謝意を表したい。前者でご指摘を受

けた，家族の概念規定をどのように説明するのかという重要な問題は，後者で

は，エスピンーアンデルセンの家族概念との関わりで再度，提起されることに

なった。すなわち，比較福祉国家論の方法をとるエスピンーアンデルセンの場

合（そしてその方法を評価する筆者の場合)，一国分析の枠組みのなかで，必

然的に近代家族（＝性別役割家族）を擁護することになっているのではないか，

という質問であった。その質問の含意は，一方では，singleやsingle-parenL

そしてその他の多様な家族形態をどのように説明するのかということであり，

他方では，９０年代以降のグローバリゼーションのもと，－国分析の枠組みを

越えたジェンダー関係の問題（例えば移民の女性化等）がエスピンーアンデル

センの場合（そして筆者の場合）理論の枠組みから抜け落ちるのではないか，

ということであると思われる。そこで，以下，簡単に，現時点での筆者の考え

を述べてみよう。

たしかに，比較福祉国家論という手法を用いているエスピンーアンデルセンの

場合，そこで前提にされている家族はひとまず，現に存在する近代的家族であ

ると考えられる。しかしそれを，何か固定して不変なものとして静態的に捉え

る必要はないであろう。エスピンーアンデルセン自身，その著書で家族の歴史的

変化の重要性を述べているように，ここでは歴史的に発展しつつある変動する

家族を相対化して捉える必要がある。それは福祉国家論との関係で言えば，地

域，コミュニティを包括する生活の場としての家族というものに発展していく

のであろう。筆者はここで，とくに，生活の場という観点を強調しておきたい。

またグローバリゼーションとジェンダーとの関係で言えば，マリア・ミース

やサスキア・サッセンの先駆的な仕事に見られるように，労働力の国際移動，

移民との関係で新たな，そして世界的規模でのジェンダー関係が生み出されて

いるといわれている。それは近代的家族における家父長制というレベルをはる
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かに超えて，資本の発展によって創出されるジェンダー問題という側面を明る

みにだすものである(8)。

このような現象にたいして福祉国家論の立場から言えることは，サッセンが

いみじくも述べているように，グローバリゼーションがインターナショナリゼー

ションと異なる側面の一つはナショナルな制度的変更をともなうことであると

考えるならば（そして彼女は，ここで金融のグローバリゼーションが引き起こ

す制度的変更の波及効果を，最も重視しているのであるが)，移民とりわけ移

民女性の基本的人権を補償するような社会政策の制定への取り組みと，彼らを

含んだコミュニティ，生活の場の構築が求められているのではないだろうか(9)。

また筆者は，家族をいかに捉えるのかという点との関連で，家族論争に対し

ては次のように考えている。前述のように，家族を歴史的に変化しつつあるも

のとして相対化して捉えるという立場をとり，したがって，自立した個人による

新たな生活共同体の単位としての家族を模索するならば，一方における，女`性

抑圧の場としての家父長制的家族解体論（水田1993）の立場も，他方における，

守るべき愛の共同体としての家族（布施1992）という立場もとらない。むしろ，

より正確には，両者の対立の構図自体があまり意味をもたなくなるのではないか

と考えている。筆者は，この点に関して，後述するハンフリーズとリュベリの共

著（Humphries,JandRubery,Ｊ１984）や木本喜美子の著書（木本1995）

の第Ⅱ部「現代家族論の諸相」に多くを学んでいる。

Ｉ新古典派経済学における家族

ここではまず最初に，ベッカーに代表される，家族に関する伝統的な説

明の論理を確認し，次に，1980年代末から1990年代にかけて，新古典派

内部でフェミニストの影響を受けて登場した，フェミニスト新古典派経済

学の問題提起を検討することにしよう。

(1)新家庭経済学（NewHouseholdEconomics）の論理

「特化された人的資本から生じる収穫逓増は，時間配分と人的資本投資

における既婚男女間分業を作り上げる強い力となっている。子供の養育と

家事はレジャーや他の家事労働よりもより労働集約的なので，既婚女』性は
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同一時間働いている既婚男性に比較して，市場労働の各１時間あたりの労

力はより小さくなる。したがって，既婚女性は同一の市場の人的資本を有

する既婚男'性よりも時間あたり所得はより少なくなる｡」

この文章は，ベッカーの，“ＨｕｍａｎCapital,Efforts,andtheSexual

DivisionofLabour'，（Beckerl985）の有名な冒頭文章であり，単に，市

場における男女賃金格差のみならず，既婚女性と単身女`性の格差，さらに，

子供を持つ女`性とそうでない女性の格差等，労働市場における格差一般を

説明するコモンセンスであると考えられている。

見られるようにここでは，市場における男女役割分業と家族におけるそ

れが同一の経済的枠組みで論じられている。ペッカーによれば，市場で企

業が労働力と原材料と資本とを投入して市場生産を行うように，家計は妻

(または夫）が生活（家事）時間と市場財を投入して家計生産を行うと考

えられている。「家計内生産物」（householdcommodities）（Becker

l965）という概念は，この論理を的確に表現するものである。この場合，

周知の比較優位の原理が適用されることになる。ペッカー・モデルでは，

出発点は，家族内部の構成員である男性と女性が，同一の知性と教育水準

をもつという前提から出発するのではあるが，しかし「もし夫婦が子供をも

つと仮定するならば，女`性が生物学的に見て，家事労働においてより生産

的であり，家事生産においてより優位性を発揮する」（Gustaffonl997，

ｐ39）とされている。したがって，家事責任はあらかじめ女伽性特有のもの

であると前提されている。

ところで実際に，このような事態が生じるためには，家計内生産物が，

分離された家計よりもより多くの福祉（welfare）をうみださなければな

らない。家族は諸個人のコミュニティであり，そこでは資源のプーリング

や，分業，家族内交換関係（intra-familyexchange）によって特別の利

益が享受されることになる。例えばポラック（Pollakl985）によれば，

家族取り引きに関する以下の三つのタイプが，分離された個人家計に比較

して，剰余を形成することができる，とされている。
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①生産企業（productioncompany）としては，家族メンバーは家族

内部の取引関係をとおして，市場労働と家事労働に特化することによ

る比較優位を利用することができる。

②消費協同体（consumercooperative）としては，家族は不可分財の

共同使用を可能にし，規模の経済'性によるコストの低下を引き起こす。

③保険連合（insurancecoalition）としては，家族は相互支援の約

束を取り交わすことによって安心を生み出す。

ところで次項でとりあげるＮオットーは，以上のような潜在的な利益

の実現には，「家族内部における長期的契約関係が必要である。なぜなら

そのような契約に同意する諸個人の意思は，諸個人の福祉に依存しており，

また家計内生産物の分配は家族メンバーの行動に依存するのであるから」

(Ottol995,ｐ８１）として，ペッカーの伝統的な家計内生産の取り扱いや，

その短期的視点の狭い枠組みを批判し，世帯内ジェンダー間の交渉モデル

分析に力点を置いていくのである。

(2)フェミニスト新古典派経済学による問題提起

フェミニスト新古典派経済学に対しては，二つの異なる理論的評価が存

在する。一つは，新古典派内部からのものである。例えば，Ｓ・グスタフ

ソン（Gustaffsonl997）は，人的資本モデルにもとづく新古典派的ツー

ルとジェンダー的視点の接合によって，「より経済効率的」（ibid,ｐ39）

で社会改革的政策提言を可能にすることができるとしている。ここで言わ

れている政策提言とは，後述するように，児童手当等の家族政策や，アファー

マテイブ・アクションを指している。他方，もう一つの評価は，後述する

ハンフリーズらによるものである。ハンフリーズは，オットーらによるゲー

ム論的な家族分析がもつ現実説明能力（離婚率上昇や出生率低下等）と，

家族の変容に対応した政策提言を高く評価しながらも，むしろ，その理論

が，新古典派の伝統的なモデル分析の限界･性を際立たせる点を注目してい

る。すなわち，フェミニストの問題提起を受けながら，新古典派的な方法
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的個人主義によって，労働市場と家族を架橋する試みが，逆に，その方法

論レベルでの限界性に突き当たるのではないかということである。それは，

方法的個人主義の方法を用いることによって，ヒューマン・エージェンシー

と構造との関係を，リアリティをもって捉えることが可能か否かというよ

り根源的な問題に関わってくる。このような視点は，例えば，Ｎ・フォル

ブレ（Folbrel994）による「行動原理論の精綴化｣('0)の方向とは質的に

かなり異なるものであろう。フォルブレの場合，そのエージェントが「個

人，選択集団，与件集団」（ibid,ｐ49）からなっていることからもわか

るように，その構成自体が，一方では，新古典学派に対する新制度学派か

らの批判であり，他方では古典派的マルクス経済学に対するアナリティカ

ル・マルクシズムからの批判である。そしてさらに「両者の理論へのフェ

ミニスト批判を加えることにより構成されて｣(Ⅲ)いる。そこでは，いわば

新制度学派にかわる新たな「合理的」行動原理論構築の動きが目指されて

いるとされている。

ところで，Ｓグスタフソンは「フェミニズムは経済理論を変更しよう

としているようである」（Gustafssonl997,ｐ36）として，以下の三つの

見解を提示している。

.「第１の見解は，新古典派経済学を拒否し，フェミニスト経済学のオ

ルタナティブが必要であると議論する｡」（ibid.）

.「第２の見解は，フェミニスト・パースペクティブを現存の経済学に

適用することによって，異なる政策的インプリケーションが引き出さ

れうるとする｡」（ibid）

。「第３の見解は，フェミニスト経済学は，新古典派経済学の男性バイア

スを取り除くことによってその理論を改善し，さらにそのことによって，

全体としての経済的効率,性を増大しうるであろうとする｡」（ibid）

この三つの見解は，これまで紹介されてきた１９９０年代のフェミニスト

経済学による「家族」分析の二つの方向，三つの方法という分類に重なる

ものであろう。すなわち第１の見解は，新古典派経済学の方法である方法
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的個人主義を拒否するものであり，第２と，第３の見解は，方法的個人主

義を家族内部に拡張する新古典派的分析方法の二つの方向ということにな

るu2)。但し，厳密には，第２の見解は現存する経済学の枠組（ここでは人

的資本モデル）の変更を伴なわないのであるが，第３の見解は，その方法

の変更を導くことになる。後述するように，重要なのは，フェミニスト新

古典派経済学を形成する見解が，新古典派的個人主義と矛盾し，さらにそ

のことによって，方法論としてのその現実説明能力を失なってしまうという

点であろう。グスタフソン自身は，上記第２の見解の立場にたっており，

一方で，ベッカー理論の本来もつ短期的性格，すなわち「新古典派経済学

は価格と所得にかんするマージナルな変化に関するものであり，長期的変

化をわれわれに与えるものではない」（ibid,ｓ､39）という原則を堅持しな

がらも，他方で，新古典派的ツールとジェンダー視点を接合させることに

よって，「より経済効率的で，しかもフェミニスト視点により接近する方向

へ社会を改革する議論をわれわれに与えることができる」（ibid）とする。

そして分業に関するＮ・オットー・モデルと，差別に関するＡローゼン・

モデル('3)を，それぞれベッカー・モデルと対置している。前者は家族内部

成員間にコンフリクトがあり，長期的には非効率をもたらしうるというもの

であり，後者は，ベッカーが女蠅性に対する賃金差別から理論を組み立てる

のに対して，ローゼン・モデルでは女性に効率的な仕事が与えられないとい

う差別から出発して理論を組み立てて行く。ただし，グスタフソンによる

比較分析の焦点は，グスタフソンがいみじくも述べているように，同一の

理論モデルをその出発点とするフェミニスト新古典派経済学から「異なる

政策的インプリケーションを導出しうる」（ibid,s､36）という点にある。

以上見られるように，グスタフソンは，オットーやローゼンらによる新

しいモデルの構築と政策的インプリケーションを，すなわち上述の「第２

の見解」を高く評価しながらも，他方では，あくまでペッカー理論の意義

を強調する（ibid,ｐ50)。筆者はここに，新古典派経済学内部の方法論

的揺れと，フェミニスト新古典派経済学が現代経済学批判に対して有する
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可能性を見ることができる。しかし，グスタフソンによる以下の表に見ら

れるように，最終的目標は当然のことながら，「経済効率性」に置かれて

いる。したがって，この「経済効率'性」の内容とその論理こそが問われる

ことになろう。

〈家族内部の分業について〉

(出典）Gustafsson,Siv."FeministNeo-classicalEconomics:SomeExamples'，

（Gustafssonl997,ｐ44） 

<差別について〉

(出典）ｉbid.,ｐ5０

ベッカー オットー

分業および交換は，特化（specializa‐
tion）による利益をもたらす。

分業は家事労働を行うパートナーの

｢脅迫点（threatpoint)」を低め，
｢囚人のジレンマ」として互いに拘束

し合う結婚と出産の決定へと導く。

フェミニストの目標は効率･性と平等の

トレード・オフによって達成しうる。

フェミニストの目標は，パレート最適

すなわち，経済効率性を同時に改善す

るような政策によって達成されうる。

フェミニストの目標を促進するような

政策は特化による利益を減少させるた

め，経済効率性を減少させるであろう。

フェミニストの目標を推進する諸政

策，例えば,児童手当や，両親の休暇

に対する支払いや，共稼ぎ世帯に有利

な税体系は，経済効率性を増大させる

であろう ０ 

ベッカー ローゼン

雇用者は差別嗜好を持っており，雇用

されている女性に対して，主観的コス

卜にもとづく低賃金を支払うことによっ
て ， 女･性を差別する。

雇用者は，ジョブ・オファーを行なわ

ないことによって女性を差別する。そ

の結果，女`性は，男性に比較してより

非効率的なジョブ・マッチングを受け

入れることになる。

フェミニストによる均等賃金という目

標は，ある条件のもとでは，時の経過

とともに自動的に達成されるに違いな

い。なぜならば非一差別的な雇用者が

利益をあげ，差別的雇用者をビジネス

から追い出すからである。

差別的均衡は唯一の安定した均衡であ

るがゆえに，フェミニストの目標は，

行動なくしては実現しえないであろう。

差別係数に影響をおよぼさないような，

アファーマテイブ・アクションや割当

制などによって，より生産`性の低い人

物が雇われることになり，そのことに

よって経済の効率性を低下させること

になるかもしれない。

アファーマティブアクションはよりよ

いマッチングを生み出すことによって，

経済の効率性を増大させるであろう。



270 

ところで日本においても，統計的手法を用いた実証研究の中から，新古

典派の理論的枠組みを揺るがすようないくつかの試みがみられる。ここで

は，中田善文（1997）と永瀬伸子（1997）について簡単にふれておこう。

中田は男女別賃金関数を比較して，現実に存在する男女賃金格差がどの

ような要因に基づいているのかを検討している。そして問題は，男女間に

｢労働生産要素（労働者の属性)，例えば，教育水準・年齢・勤続年数・職

種経験年数差」（同_'二182頁）についての差があるのか，あるいは「労働

生産要素差は大きくなく，それら要素の市場価格に男女差があるため，つ

まり女性に対する「賃金差別」が男女賃金格差の主たる理由」（同｣二）な

のかであるとする。中田は，労働生産要素の中で，とくに「年齢」に注目

して次のように述べている。「日本の男女賃金格差は，年齢という労働生

産要素に対する市場価格設定が性に基づき大きく格差をつけられているこ

とにより生み出されていると言える」（同上188頁)，と。そこでは結局

｢社会文化的前提」としての「男女役割分業観」が強調されることになる。

それは同時に八代尚宏に代表される，「統計的差別に基づく潜在的訓練投

資量差仮説」に対する批判となっている。後者は，人的資本理論に基づい

ており「女,性の非定着的な就労行動」の結果，「企業は統計的差別に基づ

いて女性労働者に対しては訓練投資を控え，その訓練投資量の男女差を反

映」（同上）して，賃金格差が生じるとしている。

また永瀬は，正社員，パート，非正規就業（自営業，家族就業，内職な

ど）という既婚女性の働き方と低賃金との関係を統計的に検証し，その結

果，女性にとっての就業形態の選択を自発的な選択の結果として説明する

｢保障賃金差モデル」を批判している。すなわち，そのモデルは，「賃金差

の一部のみしか説明をえられない」（同上３０８頁）ことを明らかにしたの

である。「家庭内生産，消費活動との両立のしやすさが，賃金率や労働時

間と同様に既婚女性の就業選択の重要な選択変数である」（同上２９２頁）

とするこのモデルは，正社員と非正規就業の賃金差を説明することはでき

るが，正社員とパート間格差を説明することはできないとされている。水
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瀬は，仕事と両立する家庭内活動水準の低さの代償としての低賃金を説明

するものとして，パートに対しては，「税制や社会保険上，または配偶者

手当てなどの雇用`慣行上，被扶養主婦優遇等」（同上３０５頁）が取られて

いることや，「企業側の選別によって，正社員の入り口が狭いこと」（同上）

をあげている。

Ⅱイギリスにおけるジェンダー研究

一J・ハンフリーズの所説の検討を中心に－

(1)ジェンダー研究と現代経済学批判

ここで取り上げる，Ｊ・ハンフリーズは，イギリスにおけるジェンダー

研究の中心的メンバーであり，１９世紀家族史を中心とする歴史研究の立

場から，これまで積極的発言を行ってきた。彼女はまた，１９９０年代にお

けるフェミニスト経済学からフェミニスト政治経済学への流れの一翼を担っ

ており，1995年春に創刊号が出されたＦｅ〃"ｊｓｔＥｃｏ"o〃Ｃｓ誌の共同編

集者でもある。但し後述するように，ハンフリーズは，フェミニズムの問

題提起が経済学（正統派経済学）を変えていくという点を理論的に重視す

る立場である。それはフェミニスト政治経済学構築の動きというよりもむ

しろ，他の批判的経済学と連携することによってフェミニズムの問題領域

を越えて「新しい政治経済学」を構築する方向を目指すものであるといえ

よう。後述する「ファミリーフレンドリー」経済学という一つの方向も，

以上の意味において捉えられる。したがって，ハンフリーズは，あくまで

ジェンダーと経済学批判という問題領域で発言をしている。「家父長制」

の論理で家族を説明することもしない。そのことを，家族における矛盾認

識の欠如と指摘する論者もいるが（木本1995,72頁)，ハンフリーズの場

合，問題は資本主義的蓄積と家族との動態的関係にある。また家父長制と

資本制という説明の枠組みは両者の構造的関係を暖昧にし，わかりにくい

ものにしていると述べている。（Humphriesl995,ｐ６８）しかし，後述す
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るように，フェミニストによる問題提起の鋭さと，そのことによる正統派

経済学変革の可能性は最大限に評価している。

ところで，これまでわが国においては，フェミニスト政治経済学の動き

としてアメリカの動向が，Ｎフォルブレの見解などを中心に積極的に紹

介されてきたのであるが，イギリスの動向はほとんど触れられる機会がな

かったようである。たとえば足立眞理子は，アメリカにおける動向に注目

し，フォルブレ理論を詳細に検討することによって，フェミニスト政治経

済学において現在進められている研究方向を次のように整理している。

｢①行動原理論を精繊化させる，②非市場的要素と呼ばれてきたものの制

度進化へ与える影響の分析，③広義の価値論のフェミニスト的再構成」

(足立２００１，１３３頁)。

ここで述べられている「①行動原理論を精繊化させる」という方向は，

足立自身，適切に指摘しているように，新古典派経済学の「合理的選択概

念が余りにも強すぎる制限を課すため，その制限を緩める方向をとろうと

するもの」とも言えるのであり，「『極端な」合理的選択に代替して，比嶮

的にいえば「ある幅のなかでの合理的選択」とも言うべきものを主張して

いる。そして，これらの試みの一つに，……フォルブレが提案している

｢目的保有的選択（purposefulchoice)」論がある」（同上１２３頁）と。

つまり，上述の「研究方向」は，新古典派経済学における合理'性を批判し

た上で，個人主義を越え，構造との連関を問題化しうるような，新たな

｢合理的選択」論とも呼びうる行動原理論の構築に主たる関心がある，と

言われている。それは同時に，アファーマテイブ・アクションなどの機会

均等に関する良心的政策を主張する，フェミニスト新古典派経済学にかわ

る行動原理論の構築である，と。この方向はさらに「広義の価値論のフェ

ミニスト的再構成」という研究方向と連携しているということであるが，

それは「いわば，経済学が「主観的価値論」として捨てさってきた，価値

規範，価値の量的可測・非可測`性の問題がフェミニストの文脈において再

考されているのである」（足立２００１，１２６頁)，とも言われている。確か
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に，フォルブレの場合，構造を規定する要因として，「資産，ルール，規

範」と並んで，「選好」があげられており，またエージェントとして「選

択された集団，所与の集団」のほかに「個人」があげられている。この点

に関して筆者は，ミクロ経済学の全体を通じて，私益を追求するという意

味で主観的価値論が組み込まれていると考えているのであるが，ここで足

立が「主観的価値論」として述べているのは，おそらく価値哲学のことで

あろう。

ところでフォルブレに関して一言するならば，筆者は，その基本的論理

が，０．Ｅウィリアムソンに代表される取り引き費用アプローチと，その

先行者の一人である制度学派のコモンズ理論に大きな影響を受けているの

ではないかと考えている。第一に，集団と個人の統合による，個人主義を

越えるというフォルブレの方向は，コモンズの集団的個人行動の重視に対

応するのではないだろうか。ウィリアムソンはコモンズによる集団的個人

の行動の重要性を評価し，さらに「効率性が実現されるために必要とされ

る程度の協同は，利害の予定調和から生じるのではなく，対立の中から秩

序を生み出すような制度を発明することから生じる」（Williamsｏｎ1975,

9頁）としている。第２に，選好や人間行動の重視は，ウィリアムソンの

｢機会主義」と重なり合うようである。ウィリアムソンの理論にとって，

もっとも重要なのは，「取り引き費用の原因となる基本的に重要な人間の

諸属性」である「限定された合理`性と機会主義」である。この機会主義は，

「ミクロ経済学全体を通じて用いられている支配的な行動仮説に類似して

いるけれども，機会主義の諸帰結は，企業と市場の伝統的な経済モデルに

おいては不完全にしか展開されていない」（同上１８頁）と述べられてお

り，取り引き費用アプローチはそれを一層，展開することになる。もちろ

ん，フォルブレの場合，アナリティカル・マルクシズムの影響やさらにフェ

ミニストとしての価値規範の問題なども入ってくるのであるが，理論を全

体として見れば新制度学派的影響が大きいと考えられるのである。（但し

フオルブレの著書“Ｗ/zoPcDﾉs/bγﾉﾉｚｅＫｊｄｓ?”（1994）の後半部分は，浩
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渤な歴史研究であり，理論は歴史によって補完されている）

そして，このような新制度学派的枠組みは，結局，経済環境の変化に諸

個人や集団がそのつど対応するというPangloss風予定調和の体系を許容

することになるのではないだろうか。

それに対して，もうひとつの主要な流れであるイギリスにおけるハンフ

リーズを中心とするジェンダー研究は，合理'性の再検討という点において，

上述のフォルブレらと問題意識を共有しながらも，具体的な理論の方向

性は，行動原理論構築の動きとは，かなり異質であるように思われる。た

とえば，フェミニスト新古典派経済学者が機会均等原理を達成するために

はアファーマテイブ・アクション等の政策介入が必要であるという主張を

するとき，ハンフリーズは，一方で，その見解がもつ経験的現実説明能力

と政策提言・実現能力を高く評価しながらも，他方では，その政策介入の

基礎をなす経済学方法論は政策介入を否定する正統派経済学の方法論と親

和的であることに注意を促す。そして次のよう問いを提起する。すなわち

｢経済理論はそれ（政策介入一引用者）をどのような範囲まで問題化し，

支持しうるのか｣，そしてまた「伝統的経済学の微積分学は機会均等のパー

スペクティブを問題化しうるのか。そして代替的な微積分学はその地位を

しめうるのか」（Humphriesl995,ｐ393)，と。つまり，政策と，その政

策を根拠づける理論との整合性それ自体が問題化されることになる。した

がって，目指されるのは，まずフェミニスト新古典派経済学によるリベラ

ルな政策提言を評価した上で，次に，その理論が現実（reality）説明能

力をもとうとするときに伝統的経済学の方法論自体を突き崩す可能性を秘

めていることを明らかにすることである。そこから導出されるのは，「新

しい政治経済学」ということになり，ハンフリーズの場合，「ファミリー

フレンドリー」経済学ということになる。そこでは，伝統的経済学におけ

る方法論，すなわち，方法的個人主義と効率,性そして合理性の概念自体の

転換が要請されることになる。

以上見られるように，ハンフリーズの見解の特徴を要約すれば以下のよ
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うになるであろう。

①新古典派経済学の方法的個人主義と合理的経済人仮説を，方法論の

レベルにまで洲って批判する。そしてその批判は，モデル分析と現実

説明能力との理論的整合,性を問い返すことになる。したがって，ハン

フリーズは，上述のオットーに代表されるフェミニスト新古典派経済

学のゲーム論的再構成を高く評価するのであるが，その評価の力点は

一方では，経験的現実に対する説明能力という点に，他方では，その

理論的枠組が家族を効率的でパレート最適であるとする新古典派経済

学の基礎を掘り崩すものとなっている点に置かれている。そこでは，

合理,性の再検討は，フェミニズム理論やジェンダー理論の固有の領域

を越えて，現代経済学批判に結びつけられることになる。

②歴史研究，とくにケンブリッジ・グループによる１９世紀家族史研

究の成果が取り入れられていることである。すなわち，資本蓄積と労

働者階級家族の関係を動態的に取り扱う視点が重視されることになる。

そこでは，歴史的事実に基づいた上で，歴史の各局面において家族が

果たした能動的役割が重視されていく。そこに（家族解体論とは異な

る）労働者階級家族存立のパースペクティブをみようとする。

③ハンフリーズは，1970年代，イギリスのＣＳＥを中心とした家事労

働論争のなかで，論争の問題設定の仕方自体を批判していた。すなわ

ち家事労働は価値を形成するか否かという問題設定とそのことによる

価値概念の一方的拡大の方向に対する批判であった。そこでハンフリー

ズが重視していたのは，労働力商品再生産の場における，現実の生活

水準を規定する生活過程の部面と，賃金対応部面とが量的にも質的に

も乖離するということであった。

（以上の特徴付けの内，②と③は，以下の叙述および次稿で，その

具体的内容が展開されることになる｡）
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(2)「家族賃金」論争の問題提起

よく知られているように，1970年代後半から1980年代前半にかけて，

１９世紀に生まれた「家族賃金」観念の成立の条件，その推進諸主体をめ

ぐって，Ｈハートマンとハンフリーズを中心とした論争があった(M)｡前者

は，家父長制と資本制の二つの強制によるその観念の成立を強調しており，

後者は，当時のブルジョア・イデオローグによるその観念の流布があった

にもかかわらず，労動者階級にとっては，それは，生活の場である「家族

擁護」とそのことによる「階級的利害の追求」を引き起こすことになった

としていた。この論争については，例えば，木本喜美子（1995）による丹

念な紹介をあげることができる。しかし，そこでの論争の評価については

筆者は木本と見解を異にする。というのは，ハンフリーズの見解を評価

するさいには，「家族賃金」観念の成立をその－部として含む論述全体

(Humphriesl977）の構図との関連が重要であると考えられるからであ

る。木本は，ハートマンの見解に対しては，「歴史的事実の探求による慎

重な立論というよりも，「家族賃金」観念の定着がもたらした諸結果から

の，かなり強引な演鐸によって論理を組み立てているきらいがある」（木

本1995,70-71頁）という正当な批判をおこないながらも，論争全体の

評価としては，ハンフリーズに対して家族の「内部矛盾を把握しようとい

う視角をもたない｣，「家族・親族的絆が社会的義務感を酒養する土台とな

り，階級的連帯へ結びつくという単純な理論図式がそのペースにある｡」

家族＝「｢愛の生活共同体」説の欠陥と共通のものが見出される」，「ジェ

ンダー視点の欠如したマルクス主義家族論の限界をここにも見て取ること

ができよう」（同上72-73頁）と，かなり手厳しい批判を行っている。

しかし，ハンフリーズの中心的課題は，資本主義のもとでの制度として

の労働者階級家族存続の物質的根拠は何か，ということにあった。それは，

歴史的・動態的視角を採用することからくる問題設定であり，ハンフリー

ズにとっては，家族をあらかじめ家父長制として論じるような立場は歴史
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的観点の欠如として批判の対象なのであった。この論争のなかで提示され

た家族の位置付けは，現在もなお，ハンフリーズの中心的論点を形作って

いる。以下にこの論争を概観してみよう。

前述のように，ハートマンは，“Capitalism,patriarchyandjobsegre‐

gationbysex'，（Hartmannl976）の中で，「家族賃金」観念の成立を

家父長制の確立という観点から説明しようとした。その論理は次のとおり

である。すなわち，労働者階級の男性は，女性雇用の導入による男女の競

合関係が労働市場で形成されることに対する危機意識から，女性労働の排

除へと進んだのであり，それは資本主義のせいではなく，家父長制のため

である。そこで男`性は二重に利益を得る。一つは，労働市場における性別

職域分離構造によって，もう一つは，家庭における男性の支配的地位の安

定によって。そこでは組識された男性労働者の推進力と資本の推進力とは

対等に位置付けられている。

それに対して，ハンフリーズは，“Classstruggleandthepersistence

oftheworking-classfamily''（Humphriesl977）の中で，「家族賃金」

観念について論及している。それは，制度としての労働者階級家族存続の

物質的条件を解明するという課題との関連で述べられているのであるが，

家族賃金キャンペーンは「婦人の不安定性と家族の統合を強調するブルジョ

ア・イデオローグによって支持されていたのではあるが｣，他方，労働者

階級にとっては，「労働市場から，一定数の労働者階級のメンバーを引き

上げることによって，労働市場にとどまる労働者の実質賃金を上昇させる

ことを通して，労働者階級の生活水準を改善させることができた」のであ

り，それは労動者階級にとって「労働供給に対する管轄権とコントロール

を行使する能力を高めていったのである」（ibid.,ｐ244)，と。すなわち，

｢家族賃金」キャンペーンは，結果として，労動者階級の階級的凝集力を

高めていったということになるのであるが，その媒介論理として重視され

ているのは，生活水準を作り出す家族構造の維持への「強い動因」（ibid.）

ということである。それは，歴史の発展過程における生活の場＝家族のも
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つ重要な役割の認識と結びついている。階級意識の形成についても，ハン

フリーズは生活家庭との関連において次のように述べている。「階級連帯

は，孤立した諸個人が，自ら境遇を共有しており，個別的には弱いけれど

も集合的な力は持っているのだ，というようなことを突然認識することか

ら生じるのではなく，現実の生活経験の結果，時間をかけてゆっくり発展

していくのである。家族の相互依存は，個人主義を促進するよりはむし

ろ，階級共同体や階級利害とうまく協調することができるのである」

(ibid,ｐ255)，と(15)。

さらにそこでは，労働者による「家族構造」擁護の理由は次のように述

べられている。

第一は，「制度としての家族」は，「分配と社会的相互活動に関する個人

的な非市場的方法を求めようとする人々の願望によって形成されてきた｡」

(ibid,ｐ251）また，このような願望や信念が，人間の行為の方向づけ

(ここでは労働者の階級意識）に演じた役割を無視することは，労働者家

族の存続の説明に失敗することになる，と。ハンフリーズは，歴史的発展

の各局面で，家族＝｢非市場」的場面が果たした役割を考察していくので

あるが，そこでの基本的観点は，社会の再生産のためには，社会的富は労

働力と非労働力の双方に再分配される必要があるのであって，それは国家

による官僚主義的な再分配制度が登場する前は家族（ここでは，擬似親族

的結合（quasikinshiptie）による家族）による非官僚主義的再分配に基

づいていたという点である。ここで言われている家族は，血縁にもとづく

一夫一婦制家族である必要はまったくなくて，むしろ，歴史上，現に存在

した，生活の場としての「社会関係のネットワーク」（ibid,ｐ242）を指

している('6)。

第二の理由は，前述の「家族賃金」観念の成立で述べたように，家族を

擁護することによる「労働供給のコントロールが有するインプリケーション

に関わる」（ibid.,ｐ251）ものである。これは，資本主義発展に対して家族

が相対的自律性をもち，能動的に働きかけることができるという観点である。
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以上見られるような家族の位置付けは，ハンフリーズにおける基本認識

であり，後述するように現代経済学批判の主要な観点を形成することにな

るのである。

(3)家族の相対的自律'性と歴史的観点一方法論的検討

ハンフリーズはＪリュペリとの共著論文“Thereconstitutionofthe

supplysiｄｅｏｆｔｈｅｌａｂｏｕｒｍａｒｋｅｔｔｈｅｒｅｌａｔｉｖｅautonomyofsocialre-

production”（HumphriesandRuberyl984）のなかで，家族と生産領域

との関係に関する主要な諸見解についての方法論的批判に取り組んでいる。

批判の基準は，各理論の方法論レベルにおける一貫性の有無であり，アド

ホックな方法論の採用は，その理論の存在根拠を失わせるという点にある。

そこでは次のように述べられている。「新古典派から，マルクス主義そし

てフェミニズム論に至る理論的アプローチの全体を通して，生産領域と再

生産領域（ここでは労働の供給側，家族は「社会的再生産」とも呼ばれて

いる。著者達は「議論の余地はあるが」という限定を付した上でこの用語

を用いている。－引用者）との関係分析のために，広範囲に同様な方法

が用いられている｣，と。この「広範囲で同様な方法」とは，二つの対立

はするが，同様に不適当な方法であり，第１のアプローチである「絶対的

自律性アプローチ」と，第２のアプローチである「還元主義的・機能主義

的アプローチ」を指している。前者では，家族は生産領域から独立してお

り，経済から独立して発展する「与件」である。後者では，それは，より

広範な生産領域に統合された一部か，あるいは適合的な一部であり，した

がって，本質的に，経済システムの中の従属変数となる。そこでは，新古

典派理論，労働市場分断化論，マルクス理論，フェミニズム論が検討され

ているのであるが，問題とされているのは，各理論における方法論的一貫

性の欠如である。これらの諸理論においては「経験的現実に意味を持たせ

るために，しばしば，一方の方法論と他方の方法論との間の揺れを含みな

がら，アドホックな判断がなされている｣，と。（ibid.,ｐ331-2）
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①家族（労働の供給側面）に対する相対的自律性アプローチ

それでは，相対的自律性アプローチとはどのような内容を指しているの

であろうか。著者達は次のように説明する。労働の供給側面は「生産領域

の変化に対応して発展するが，このような対応の形態は歴史的に理解され

なければならない。その対応形態は，生産領域の要求にたいして，前もっ

て決められるわけではなく，「社会的再生産」のダイナミックスに依存す

るものである｡」（ibid.,ｐ332）そしてそのアプローチの基礎は次の「四

つの原理」（ibid,ｐ339）である，と。

．第一の原理一｢社会的再生産」（労働の供給側としての家族）の領

域は，生産領域に接合され，経済を統一する－部である。家族構造は

生産構造にインパクトを与え，それを規定する。たとえば，安価な女

子労働力が，一定の技術や産業や企業を維持するために利用されうる

ということであり，この場合，家族構造は労働力の供給を構成し（そ

の態度，訓練，市場労働へのコミットメント)，新技術のペース，方

向，配置に影響を与える。

・第二の原理一｢社会的再生産」は，生産領域から相対的に自律して

いる。（家族は「家父長制」下にあるものとして，自動的に規定され

るわけではないし，また，需要構造のインパクトにスムースに，あら

かじめ調和的に反応するわけでもない｡）

・第三の原理一生産領域と「社会的再生産」領域との関係は，歴史

的に理解されうるのであって，あらかじめ決定されているわけではない。

・第四の原理~その関係は，非機能主義的パースペクティブの枠内

で研究されねばならない。資本と労働との利益に合致するか否かとい

う因果連関は一方向的ではないかつて原因であったものが，今度は

結果となりうるし，また逆もありうる。

②実践としての相対的自律性アプローチ

ところで，この「四つの原理」からなる相対的自律性アプローチは，歴
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史的文脈のなかで分析・検証されていくことになるのであるが，それは

｢実践」（ibid,ｐ341）的意味を有しており，「経済発展の方向を形づくる

ことができるのではないか」（ibid)，とされている。理論的には，前述

の「家族賃金」観念をめぐる論争の個所ですでに指摘したように，１９世

紀の労働者による家族擁護の二つの理由から導出されることになる。ハン

フリーズやリュペリの理論体系において，この論点はきわめて重要な位置

をしめており，後述するハンフリーズによる「ファミリーフレンドリー」

経済学という「新しい政治経済学」の方向を提起するにさいしての理論的・

歴史的論拠ともなっていると考えられる。以下，二つの「実践」的意味に

ついて述べてみよう。

第一の「実践」的意味は，労働市場における労働供給構造に対する「潜

在的コントロール」（ibid.）の可能性に関するものである。上述の第一の

原理におけるように，家族および家族を基礎とする消費組織を，経済分析

にとってのコア要因とみなすことによって，賃金と生活水準との直接的リ

ンクは壊されることになる。家族の相対的自律性アプローチは，労働市場

への労働力供給を「家族単位で潜在的にコントロールしうる」（ibid）こ

とを想定することによって，労働市場に対して能動的に働きかけることを

可能にする。非賃金労働の割合が労働市場の動向によってのみ規定される

ならば，家事労働は単なる「資本主義システムの補助金」（ibid）になっ

てしまう。「労働者階級が賃金労働市場における参加率を低下させること

ができるなら，そして，この制限的な労働供給を，雇用者一人当たりの実

質賃金を上昇させるための手段として，使用することができるならば，そ

の場合には，労働者はかれらの生活水準と，この生活水準を達成するため

に支出しなければならない労働に対する何らかのコントロールを実践する

ことができるであろう」（ibid)，と。ハンフリーズやリュベリがここで

考えているのは，１９世紀イギリスの実質賃金をめぐる闘争に関する研究

の意味である。そこでは，家族システムは，資本主義的労働市場の荒々し

さから個人を守る重要な役割を演じていたのである。
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第二の「実践」的意味は，「価値と分配の諸理論は，家族の構造と組織

を，労働市場の構造と組織と同様に考慮に入れる必要がある」（ibid.）と

いう内容である。この文言は，すでにハンフリーズが１９７７年論文のなか

で述べていた，「制度としての家族は，分配と社会的相互活動にかんする

個人的な非市場的方法を求めようとする人々の願望によって形成されてき

た」（Humphriesl977,ｐ251）という内容と理論的に関わってくる。と

ころでここで言われる「制度としての家族」は前述したように，一夫一婦

制家族である必要は全くなく，「社会関係のネットワーク」（ibid.,ｐ242)，

あるいは「擬似親族的結合（quasikinshiptie）によって，現実には親族

関係にない大人達を結び付けるコミュニティ」（ibid,ｐ249）のようなも

のを指している('7)。すなわち，生産物は，確立された社会諸関係にしたがっ

て，生産者とその他の人々に分配されるのであるが，再分配が社会総体の

存続を保証するためには，「直接労働に従事している人々を越えて広がっ

た，諸個人のネットワークを含まなければならない」（ibid,ｐ246）とい

うことである。そこから，理論的には剰余労働と必要労働の概念規定自体

の再検討という課題が生じてくるのであるが，非労動者である，子供，老

人，病人，「不生産的」であるが社会的に必要な仕事をしている人々に対

する給付が存在しないような社会は，「弾力的であったり，進歩的である

とはいえない」（ibid,ｐ246）ということになる。ハンフリーズおよびリュ

ベリにおいては，労働者の階級意識を醸成するのは，家族＝生活の場であ

り，その存続を保証しない社会に対しては，「実践」的に，能動的に働き

かける必然,性が生じてくることになる。見られるようにここには，労働運

動の主要な場を，労働市場においてのみ位置づける狭陰さに対する批判が

含意されていると考えられる。例えば，ＥＰ・トムソンがＴ/ｚｅＭｚｂｊ'２９〃

ﾉﾉzeDzgJjs/zWO戒ﾉｿﾞzｇＣＪａｓｓ（Thompsonl963）において述べているよう

に，１９世紀初期にはパン価格の高騰は民衆の不満の最も敏感な指標であ

り，消費者の意識は積極的に階級意識の進化に関連していたという歴史的

事実も，労動者の階級意識と生活の場との連携を示唆するものであろう。
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(4)「ファミリーフレンドリー」経済学へ向けて

ハンフリーズは，“TowardsaFamilyFriendlyEconomics”（Humphries

l998）において，伝統的経済学と新・新古典派経済学（TheNewNeo‐

classicalEconomics）とにおける家族組識の取り扱いを検討することに

よって，これまで見てきたような家族に関する相対的自律,性アプローチが，

理論的・政策的にどのようなインプリケーションを持ちうるのかについて，

具体的に展開している。「ファミリーフレンドリー」経済学とは，そのよ

うな検討の結果，提起された「新しい経済学」の一つの方向を示すもので

ある。それは同時に，現代経済学批判を通して，正統派経済学に対して，

合理性，効率`性を再考し，その転換の方向を探ろうとする試みである。そ

のような意味において「フェミニスト達は他の批判者達との収數｣('8)を目

指す必要があるとも述べられている。また現に進められている「ファミリー

フレンドリー」施策は，市場効率`性にもとづくコスト・ベネフィット分析

に基づいており，「諸個人の自発的な相互行為」とは無関係に進んでいる。

そのような小手先の変化ではなく，「経済学における大きな変化｣こそが求

められているというのが，ハンフリーズの基本的見解である。それでは以

下，ハンフリーズの主張を検討しながら，「ファミリーフレンドリー」経

済学について考えてみよう。

①伝統的経済学と家族組識

すでに見たように，フェミニストによる正統派経済学に対する問題提起

は，新古典派経済学の枠組みを侵食し始めているようである。例えば，新

家庭経済学のコモン・センスとしてのベッカー理論も初期と後期とでかな

り異なる分析枠組みを用いている。例えば家庭内分業に関しても，初期の

研究では，男`性と女，性の選好を反映して所与とされていた。その後，「安

定した選好（stablepreference)」という概念に対するフェミニストによ

る批判が提起される。この批判とは例えば，「現在の結果が，選好へのフィー
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ドバック効果によって，自己実現の予測を生み出しうるという道筋を，経

済学者が無視していること」（HumphriesandRuberyl995,ｐ55）や，

「ジェンダー化された合理性概念の経済学者による配置」（England,1993,

ｐ37-54)('9)などである。ベッカーは後期には，家族・結婚を，周知のよ

うに「二人からなる企業」とみなすことにする。そこでは配偶者の一方が

他方を雇い，比較優位による時間配分の効率的結果としての特化が生じる

という関係を想定することになる。これに対しては，やはり「ジェンダー化

された結果は，ジェンダー化された比較優位を生む」ことになり「循環論」

であるという批判が提起された。フェミニスト達は「出産と養育の補完`性

の仮定にチャレンジ」し，「ベッカー自身の議論には，経済分析が嫌うはず

の生物学的決定主義が含まれている」（Humphriesl998,pl8）と批判し

た。ベッカーの最近の出発点は，家族は「本来的に同一の家計メンバー」

からなるというものである。それは周知の，人的資本理論の－ヴァリアン

トであり，そこでは，女性の低賃金も「女性の自由選択の結果」として説

明されている。すなわち，女,性は生産性を高める人的投資が少ないから賃

金が低いということになる。

これに関連して，例えばＳｏｌｏｍｏｎＷ、ポラチェク（Polachekl995）は，

人的資本理論の立場からフェミニストの批判に答える形で女,性の市場活動

の中断および男女賃金格差という現実を次の図１のように説明している。

図１人的資本理論と職業分断化論との対比

、，
-壜歴----‐厨

(出展）Polachek，ＳｏｌｏｍｏｎＷ"ＨｕｍａｎCapitalandtheGenderEarningsGap：A
responsetofeministcritiques，,（Polachekl995),ｐ６７ 

社会的

差別

家族内

分業
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ポラチェクは，「差別的企業は長期的には，競争力によってビジネスか

ら追い出される」（ibid,ｐ,74）という立場をとっている。しかし，家族

内におけるジェンダー化された二分化が女性の「自由選択」であるならば

政策介入の問題ではないが，「市場差別の産物」であったり「社会的規範

の産物」であったりする場合は，「差別的」で「非効率」ということにな

り，機会均等政策の対象となる，と述べている。

ところでハンフリーズは，このような伝統的経済学による家族組識の説

明に対して，次のような方法論上の批判をおこなっている。第一は，伝統

的な新古典派経済学による方法的個人主義の問題である。周知のように，

方法的個人主義は，合理的個人を社会的なものに優先させる。言い換えれ

ば，「エージェンシーを構造に対して優位に置く」点にその方法的特徴が

ある。それは例えば，ジェンダー差別を問題化するさいにも，相対的価格

と相対的生産性を歪める行動と，それゆえ，非効率な時間配分をもたらす

ような労働市場の需要構造に焦点をあてることになる。そこには，労働市

場の供給サイドを構成する「家族組識の調整的影響」（Humphriesl99a

p227）は，ほとんど考慮にいれられないことになる。

伝統的経済学では図１に見られるように（ハンフリーズは，直接には，

この図が掲載されている論文（Polachekl995）を取り上げているわけで

はないが)，そこではまず，出発点に「社会的差別」（＝男女別役割分担意

識）が置かれている。しかしそれに続く「家族内分業｣，すなわち家族内

部の意思決定過程を問題化することはできない。なぜなら，家族内分業は，

このような社会的差別に対応するという意味で，「合理的」で調和的なも

のになっていると想定されるからである。後に見るように，家族内部での

コンフリクトを説明しようとするフェミニスト新古典派経済学の理論や，

市場での「ジェンダー間賃金格差」が，家族内部にフィードバック効果を

もち，その結果，女'性の決定（選好）を形作り，それがまた，労働供給に

反作用を及ぼすというような論理は入る余地はない。市場の効率性達成の

力に第一義的重要性をおく立場からすれば，人的資本投資の格差も「女,性
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の自由選択」でない場合にのみ均等政策の対象となるとされるのである。

そこでは，この「自由選択」が何に規定されているのかを問うことができ

ない。社会的構造に規定されていても，あくまで合理的個人としての（女

性の）選択ということになる。

第二は，現状を「効率的」であるとし，競争によって合理性は達成され

るという基本論理に対してである。その論理からは，非合理な企業や制度

(家族を含む）は駆逐されることになる。したがって，「仮に，家族生活と

経済参加を組織化するすぐれた代替物が出てくるのならば，諸個人は伝統

的家族を駆逐し，このような代替的制度を構築する」（Humphriesl998，

ｐ228-9）ということになる。この点に関しては，ハンフリーズは一方で，

伝統的経済学の言うような「家族形成とその構造，および労働組織や，家

族と労働市場との間の制度的対応の緩やかではあるが，効率的な再編」

(ibid,ｐ229)が現実に生じていることを認めながらも，問題はその「効率」

性や「制度的対応」の論理であると主張する。これは，後に論じる，「ファ

ミリーフレンドリー」施策のさまざまな評価にも関連する重要な点である。

すなわち，政策論議は，必然的にその「原理」（principle）を問題化せざ

るをえなくなるのである。例えば，「家庭における労働参加（ｗｏｒｋａｔ

ｈｏｍｅ)」や，「フレックスタイム制度」のような，いわゆる「ファミリー

フレンドリー」施策を評価するさいにも，そこで求められている効率性の

論理は何であるのかが問題になる。それは，家族生活の周辺に労働を適合

させることによって，家族生活と賃金のトレード・オフに陥ることになら

ないだろうか。ハンフリーズは次のように主張する。

雇い主の立場からすれば，「雇い主や被用者は，他の調整者よりも，コ

ストとベネフィット（多くの主観的利益を含む）を知っているから，調整

は，私的な契約に任せるのが最良である。もしそうでなければ，非効率な

調整が，経済的効率'性や競争に逆らうような効果をもって，雇い主や被用

者に押し付けられるであろう」（ibid)，と。

すなわち，ここで述べられているような代替的調整の効率`性を問題化し，
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｢諸個人の自発的な相互行動」に基づくものに転換する実践的課題こそが

重要になってくるのではないだろうか。労働市場の供給側面を構成する諸

個人は，そのような代替的調整によって，みずからの福祉が脅かされるよ

うなことがあれば，その調整を阻止することになるであろう。

②新・新古典派経済学（フェミニスト新古典派経済学）の可能性

フェミニスト新古典派経済学は，伝統的経済学が「契約」によって家族

組識を説明しようとするのに対して，結婚の存在と安定'性を異なる論理で

説明しようとする。ここで取り上げられているのは，取り引き費用アプロー

チと，ゲーム論的アプローチである交渉モデルである。すでに指摘したよ

うにハンフリーズは二つの観点から，このフェミニスト新古典派経済学を

評価する。一つは，この理論がもつ経験的現実に対する説明能力であり，

第二は，方法論的な視点であるが，フェミニスト新古典派経済学者が家族

と労働市場に回路を設定しようと試みることにより，それは，正統派経済

学の方法的個人主義と両立不可能になっていくという論理矛盾についてで

ある。それで以下，二つのアプローチを検討することにしよう。

ａ、取り引き費用アプローチ

周知のように，取り引き費用アプローチは，本来，市場と階層組織（ヒ

エラルキー）のそれぞれの内部およびその相互間でどのような経済活動が

行われるのかを考察の対象とするものであった。（Williamsonl975,ｉ頁）

したがって，家族組識へのこのアプローチの適用は，当然，家族組識にお

けるヒエラルキーを問題にすることによって，人的資本への投資が，家庭

内におけるそれぞれの配偶者間の行動にどのような影響を与えるのかを明

らかにすることになる。

それは次のような論理である。すなわち，結婚生活に関する人的投資の

性格は，妻の特化された貢献と，その他の産出物との交換比率という意味

での取引価格に依存し，その取引価格は今度は，投資がなされた後に，明
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らかになる`情報に依存している。投資と交換に関する制限的合意は，取り

引き費用価格を将来の交渉に委ねたまま最適化することになる。すなわ

ち，ここで問題となるのは，「結婚生活上の人的資本の特殊的投資が，多

期間にわたる家計内生産と交換に先立って行われなければならない」

(Humphriesl995,ｐ64）という点にある。したがって，ここでは次のよ

うな問題が生じることになるであろう。第一に「モラル・ハザード問題」

(ibid）であり，第二に，「結婚における市場の失敗」（Humphriesl998，

ｐ235）とその帰結である契約の終了（離婚）による第三者（離婚調停）の

介入である。前者は，すべての「不完全な契約」にさいして発生する問題

である。すなわち，それぞれの配偶者は，所得や，家事労働や，養育など

の分割の諸条件を正確に明記しないまま，特殊的労働に特化し，交換し合

うという一般的条件のみに合意している。それは，どちらかの（あるいは

双方の）機会主義的行動によって損害が生じ，その完全な分割ができない

場合には，諸個人は他人に損害を与え，みずからの効用最大化を認めてし

まうことになる。この場合，契約期間の終了を導くこともある。また，こ

こで例えば，女，性が家庭の外の市場資本に投資し，結婚の外部にオプショ

ンを確保し，家庭内部の力関係が変わることがある。但し，その場合の選

択や許容の内部に，例えば，「父親の育児休暇」のような選択肢が入れば，

新たな水準での特化の効率性と，家族資本への投資のよりよい水準のトレー

ド・オフと整合的になることもあるが，これは革新的アプローチとなるで

あろう。

ｂ、交渉ゲーム

ここでは，家計内意志決定が問題となる。また，ベッカーの「利他主義

モデル（altruistmodel)」における，「結合選好の順序付け」や，「家計

内意思決定モデル」は放棄されることになる。ここで重要なのは，第一に

この種のゲームに対する解決の不確実性と，第二に特定の不均衡な選択場

面の背後には，力関係が潜んでいるということである。
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以下，この二つの点を確認するためにハンフリーズによって示された，

家族内意思決定に関するきわめて単純化された交渉モデルを見ることにし

よう。

次のような場合を想定しよう。休暇を過ごすのに，妻は海を，夫は山を

希望している。その場合，両者は個人的選択をめぐって争うことになる

("battleofthesexesgame'，)。選択に伴う満足度を表したものが図２で

ある。それぞれが，各人の希望を貫き仲違いするよりも，ともに休暇を過

ごすほうが満足度は大きいとしよう。例えば，夫が海を選択し，妻が海を

選択した場合は上段左枠のなかに，妻１０点，夫８点という得点が表示さ

れる。お互いがそれぞれの選択を強力に主張した場合は，上段右枠と下段

左枠になる。しかしそれは，両者にとって低い得点である。選択は上段左

枠か下段右枠かである。それでは交渉の結果，果たしてどちらが選択され

るであろうか？

標準的な均衡概念では，上段左枠と下段右枠は「ナッシュ均衡」である

が，そのどちらを選択するのかの判断は，効率性の観点からは困難であろ

う。両者が平等なパートナーシップを築いているのならば，隔年ごとにそ

れぞれの希望の場所で休暇を過ごすという交渉結果もありうるがそうでな

い場合には，他の要因，例えば，所得や稼得能力などに依拠することにな

図２夫と妻の休暇選択にさいしての満足度

応二
海

同：[IＤ 
(出典）HumphriesJ“TowardsaFamily-friendlyEco‐

nomics'',ｐ２３２ 
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ろ。すなわち家族における交渉ゲームが示しているのは，「この種のゲー

ムにおける決定の不確実性と，特定の（不平等な）結果の背後には力関係

が入り込んでいるということである｡」（Humphriesl998,ｐ232）

このような交渉モデルは，第一に経験的事実の説明を可能にするであろ

う。例えば，伝統的経済学の場合には，離婚率の増大は，ペッカーのよう

に，「結婚から生じる利益を減少させるような技術変化｣(20)に起因すること

になるのであるが，現実（reality）を見るならば，それは家族の外での

女性の市場労働参加率の増大に伴う力関係の変化に基づいているからであ

る。それに対して取引費用アプローチのような新制度学派においては，利

害グループや諸個人が経済環境の変化に応じてPangloss風（予定調和的）

制度的対応を行なう」（ibid,ｐ233）とせざるを得ない点は確認しておい

てよいだろう。第二の評価であるが，それは伝統的経済学と齪鰭をきたす

ような方法上の問題である。一つは，家計内意思決定に関わっている。伝

統的経済学の場合には，それは家計における効用関数最大化をもたらし，

パレート最適になる。他方，交渉モデルの場合には，意思決定は，家計内

生産最大化という目標にそって行われるのではなくて，家族労働への特化

と市場労働への特化の配分関係の変化にともなう「将来の交渉上の地位」

にもとづいて行われることになる。ドイツの家族政策に大きな影響力を与

えていると言われているオットーの示唆によれば，そのような契約状況は，

部分ゲームをもつ勤学モデル(2Uによって記述されることになる。そこでは，

現状の市場労働参加率が低い配偶者ほど，将来における「保障賃金」が高

いという結論がだされている。二つ目は，例えば出産率に関するものであ

る。伝統的経済学の場合には，}H産と養育は，家族における福祉の増大で

あった。しかし交渉モデルでは，「家計内生産の増大が，メンバーの一方

の福祉を減少させるような家族内部における分配と結びつく可能性」

(ibid,ｐ234）が生じ，そこでは周知の「囚人のジレンマ」と同様の状況

になる。例えば，「出産休暇（Maternityleave)」によって，女,性の「交

渉力」や「脅迫点（threatpoint)」が減少すると判断すれば，女性は子
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供を持つことに合意しない場合がありうるということになる。

2９１ 

③「ファミリーフレンドリー」施策の検討

家庭生活と仕事の調和という目標を掲げる「ファミリーフレンドリー」

施策についての事例研究は，とりわけ欧米において，公的議論の中軸をし

めている。日本でも，この施策についての意識が高まりつつあり，労働省

(現・厚生労働省）は1999年に「｢ファミリーフレンドリー企業」をめざ

して」という報告書を刊行しており，同年に，「ファミリーフレンドリー」

な働き方（FamilyFriendlyWorkPractices）を導入した企業支援のた

めの企業表彰をスタートさせている(22)。問題は，この「ファミリーフレン

ドリー」の論理がどのようなものなのかということであるが，日本におけ

る事例の検討は別の機会に譲ることにして，ここでは，ハンフリーズによっ

て取り上げられている，アメリカにおける「家族・医療休暇法（The

FamilyandMedicalLeaveAct)」を検討しながら，その法案のもつ意

義と，その法案形成過程に対して，これまで取り扱ってきた伝統的な新古

典派経済学のパラダイムがどのような役割を果たしたのかについてみてい

きたい。

まず，この法案の内容は次のとおりである。すなわち５０人以上の企業

およびすべての公共機関は，出産・育児，家族の介護等を行う被用者に対

して，また被用者自身の健康状態が非常に悪く働けない場合には1年間に

１２週までの休暇を与えなければならない。（被用者側にも１年以上勤続な

どの要件がある）この休暇は無休だが，雇用は保障されなければならない

ということである。

ところでこの法案をめぐる議論が行われたのは，１９８０年代中葉から

1990年代前半にかけてであり，まさに新保守主義による「プロ・ファミ

リー運動」の渦中であった(23)。－度はブッシュ大統領の拒否権発動（1993

年２月５日）によって頓挫させられながら，１９９２年の大統領選の結果，

民主党のクリントン大統領が当選し，１９９３年２月５日に「家族・医療体
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暇法（USPublicLawlO2-3)」として成立したのである。この法案は当

然ながら，大統領選の主要な争点の一つとなったのであるが，この経緯に

ついてＥ・トゥルチンスキーが詳しく述べているように，論争は世論を二

分化し，賛成派と反対派の間で，激しい論戦が行われることになった。こ

の論争において，ブッシュ大統領の「ジェンダー均等化と家族政策に対す

る反対はイデオロギー的であった。しかしアメリカにおいては，イデオロ

ギーは，理論的・客観的な基礎にもとづいていなければならないのである」

(Trzsinski,1995,ｐ245)，と。そこで印象的であったのは，ブッシュ大

統領の発言が，大学の経済学部における中級の労働経済学の講義内容とほ

とんど同じであったことである，とも述べられている。そういう意味で，

この法案の検討は政策と，それを背後で支える理論と方法とに関する「格

好の事例」となったのである。

ところで，ハンフリーズがこの法案を取り上げる意味であるが，それは，

第一に，この法案のもつ家族政策の論理の重要性である。周知のように，

その法案以前から企業レベルで家族・医療休暇の制度が存在していたので

あるが，施行の決定権は企業側にあった。それが，この法案によって，休

暇の取得の決定権は労働者の権利であり，国家による強制関係が介入した

ということである。この点は，まさに，ハンフリーズが主張してきたよう

に，労働の供給側（家族・労働者・コミュニティ）の視点，家族の相対的

自律'性の視点への転換とも言えるのである。第二は，この論争が，理論的

には，反対派の新古典派と賛成派の新・新古典派という構図のもとで行わ

れたという点にある。これは，トゥルチンスキーのサーベイによっても明

らかなのであるが，アメリカでは，ヨーロッパでよく見られる公共財の理

論（子供は公共財である。この法案は家族にとって，そして長期的には社

会総体にとっても便益をもたらす｡(24)）は，はやい時期に力を失っていた。

アメリカの感'情は，むしろ「アメリカ商工会議所」の次の文言によく表わ

されている。「最終的には，家族の責任は個人的責任である。家族とキャ

リアの調和は，われわれ各人のもっとも私的なレベルでの挑戦である」
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(Trzsinskil995,ｐ243）と。それに対して法案賛成派の新・新古典派は，

家族・結婚に関する「市場の失敗」を指摘した。そして，この法案を導入

する場合と，しない場合とに関して，「外部性」の理論を用いながらコス

ト・ベネフィット分析を行ったのである。それは「戦略」なのかもしれな

いが，結果として，労働市場における需要側の論理を供給側の論理に置き

換えることを可能にする－つの方向を提示しているのである。

ところで，この法案作成過程は，ハンフリーズの主張する「ファミリー

フレンドリー」経済学の方向を指し示すものとなっている。それは，市場

の合理性，効率性を前提とする新古典派経済学に対して，理論的・実践的

レベルで転換を図ることである。すなわち労働市場における供給側である

家族，労働者の視点を理論的に積極化させるとともに，実際の政策論争に

おいては「市場の失敗」の中身を見極め，その視点を前面にだしていくこ

とである。

まとめと今後の課題

本稿では，これまであまり紹介されることがなかったイギリスを代表す

る１９世紀家族史研究者でありジェンダー研究者である，Ｊ・ハンフリーズ

(さらに，労働市場論研究者であるＪ・リュペリ）の所説によりながら，新

家庭経済学の批判的検討および，フェミニスト新古典派経済学の理論的可

能性について検討してきた。ハンフリーズは９０年代以降のフェミニスト

経済学からフェミニスト政治経済学への流れの一翼を担っているのである

が，むしろその目指す方向はジェンダーやフェミニズムの枠組みを超えて，

現代経済学批判の流れに連携することである。それは，主流派である新古

典派経済学による効率,性の論理や，合理性の論理を再検討することによっ

て，新たな政治経済学を構築する動きに収散するとされている。したがっ

て，フェミニスト新古典派経済学における取り引き費用アプローチや，交

渉ゲームを用いた家族内部の意思決定過程の解明を評価するさいにも，二
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様の意味があった。一つは，それが経験的現実（reality）としての離婚

率上昇や少子化現象などを解明する枠組みを提示しうるということと，他

方では，その新たな方法が，伝統的な人的資本モデルの枠組みを浸食し，

方法論的個人主義に齪鵬し始める点を明らかにできるからであった。根本

的問題は，現実分析において，ヒューマン・エージェンシーと構造との連

関をいかにとらえるかという方法論にある。本稿の終わりに述べた，「家

族・医療休暇法（TheFamilyandMedicalLeaveAct)」をめぐる，１９８０

年代から９０年代前半にかけての論争もまさに，法案反対派の伝統的新古

典派と賛成派の新・新古典派経済学という構図のもとで行われた。ハンフ

リーズは，そこに新・新古典派経済学（そしてフェミニスト経済学）の理

論的・実践的可能性と，家族政策の決定権を企業から家族の側へ移す「戦

略」を見ようとするのである。そこでの市場と家族にかんするハンフリー

ズの基本的視角は，１９世紀の家族史研究に裏付けられた家族（そして地

域ネットワーク）の資本蓄積にたいする相対的自律』性の観点と，歴史的に

変動し相対化される家族であった。

今後に残された課題は以下のとおりである。

第一に，資本蓄積と労働者家族の関係を理論的に掘り下げて検討するこ

とである。そこでは，資本主義経済は本来ジェンダー・ニュートラルかと

いう問題（伊藤誠2001）や，労働力再生産の場における生活過程と労働

力の価値，賃金との関係の問題（小幡道昭1990)，さらには生活経済論

(御船美知子1996）の問題視角などが検討の対象となる。

第二は，理論は歴史研究の成果をいかに受け止めるかという問題である。

例えば1980年代のケンブリッジ学派による家族史研究もサッチャーのプ

ロ・ファミリー運動に対する批判という実践的意味をもっていたのである。

第三に，福祉国家と家族，ジェンダーの問題を取り上げたい。ここでは，

一方で，エスピン・アンデルセンに見られるような比較福祉国家論の方法

にもとづいて提起された福祉国家の可能性（Esping-Andersen2001）に

ついての議論をいかに受け止めるのかが問題になるであろう。他方，Ａ、
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ミュルダールに見られる家族政策の再評価がある。Ａミュルダールは家

族政策を賃金政策から切り離すことによって，家族，コミュニティ，生活

の問題をスウェーデンにおける社会政策の中心に据えることができたと言

われている。（北明美1997）

《注》

（１）溝口由己（1999）を参照されたい。

（２）GEsping-Andersen,SociaノＦｏ""datjo〃Ｑ/Ｐｂｓ伽dzJs姉αノＥＣＯ"o〃Cs，

OxfordUniversityPress,1999.渡辺雅男･渡辺景子訳「ポストエ業経済の

社会的基礎」桜井書店，2000年。82-3ページ。

（３）GEsping-Andersen,Ｔ/DCT/z花０Ｗｂ"αｓｑｎ/Ｍ/tz花QZPjZZz/Ｍｚ，Ｃａｍ‐

bridge:PolityPress,1990．岡沢憲芙・宮本太郎監訳『福祉資本主義の三つ

の世界』ミネルヴァ書房。

（４）1997年，イギリスでは，１８年間の保守党政権を破って成立した労働党ブ

レア政権が，ベヴァレッジ・プランの見直しと新しい福祉国家への道を提唱

した。そこで掲げられたwelfaretoworkは，シングルマザーの処置など

をめぐり，家族，ケアなどを福祉国家のなかでいかに位置づけるのかという

問題を提起することになった。このような国民的世論の高まりを背景として，

理論的には，左派の側から，１９７０年代の家事労働論争の総括および家族と

ケアと国家の問題が再び，大きな理論的関心事となってきたようである。

同年１０月に，ケンブリッジ大学，ニューナム・カレッジで開催された，

経済政治学部ESRＣ部門のシンポジウムのテーマは「家族と経済」であっ

た。これは同部門の「機会均等の経済学」プロジェクトの一環である。

（５）大沢真理は「非正規は差別されていないか」（大沢2001）という問題をた

てて，本稿でもとりあげた,中田喜文（1997）や永瀬伸子（1997）らの検討

をおこなっている。

（６）「労働力の女`性化」については，竹中恵美子・久場嬉子編「労働力の女性

化」（竹中・久場1994）を参照のこと。ただし，労働力の女性化の評価につ

いては，意見が分かれるところである。

（７）木本喜美子は，その著書『家族・ジェンダー・企業社会」（1995）におい

て，家族社会学の立場から（さらに従来の家族社会学批判の観点から)，現

代日本におけるく企業社会＞と近代家族モデルの「一種の「共犯関係｣」＝

「均衡関係」（５頁）を解明している。そこでは二つの視角が提起されている。

一つは，社会政策学の伝統的な労働者問題研究における「労働から家族への
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一方向的規定性」の限界を指摘し，そこに「家族生活の領域を入れ込むこと

によって，労動者像が深まり，そしてく企業社会〉のメカニズムを立体的に

把握することができるような方法論的な飛躍」（２頁）であり，もう一つは，

「現代家族の歴史的位置づけをいかに把握すべきか」（５頁）という視角であ

る。ここでは，「イギリスを中心とするフェミニスト視角による家族史をは

じめ，女性労働史研究の文献」から「｢ジェンダー」という視角が社会分析

はもとより家族分析にとって新たな可能性を開くものであること」（４頁）

が，述べられている。

筆者は，この木本による家族の歴史的相対化の観点に多くを学んでいるの

であるが，以下の点に関しては見解を異にする。すなわち，木本の場合，資

本蓄積と家族という動態的見地からする，労働力供給の場である家族が果た

すポジティブで能動的な役割に関する認識は，極めて稀薄である。それは，

木本の主要課題が，現代日本におけるく企業社会〉と近代家族モデルの「一

種の「共犯関係｣」＝「均衡関係」の解明に置かれていることから必然的に生

じているように思われる。「家族賃金」観念論争に関する，ハートマンとハ

ンフリーズの論争に関する(注13)も参照されたい。

（８）この点に関しては竹中・久場編「労働力の女性化』所収の，足立真理子

「経済のグローバル化と労働力の女性化」（足立1994）も参照されたい。

（９）サスキア・サッセン（1996）を参照されたい。

(10）足立真理子（2001）133頁。

(１１）足立真理子（2002）128頁。

(12）足立真理子（2001）116-7頁。

ところで足立真理子は本論文において，１９９０年代以降のフェミニスト経

済学の動向を適切に整理している。またＮ、フォルブレによりながら，その

政治経済学に向けての方向を「家父長制・資本制論から拘束の構造・社会集

団・目的合理性論へ」と，整理され，そこでは「｢合理性」の再検討」（119

頁)，「合理的選択に代替する行動原理」（133頁）が目指されているとされ

ている。筆者はそこでの分析に多くを学ぶのであるが，他方，イギリスでは，

後に言及する，Ｊ・ハンフリーズやＪリュベリらが，方法的個人主義にもと

づく合理的選択という方法それ自体を問題化し，積極的な論陣をはっている。

彼女らの理論的取り組みは，新古典派経済学批判のより一般的方向に接合す

ることが可能である。そこでは歴史的観点の重要性が，指摘されることにな

る。（Ｎフォルブレ自身，その著書（Folbre,Ｎ､1994）の後半部分で浩瀬な

歴史的分析をおこなっている。したがって前半の理論編は，後半の歴史分析

によって補完されるという関係にある｡）
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(13） 

(14） 

Rose、（1993)．

ハートマンとハンフリーズの家族賃金をめぐる論争の経緯については，木

本（1995）の第４章「｢家族賃金」という観念と現代家族」に詳しく紹介さ

れている。ただし，筆者はハンフリーズにたいする木本の批判に対しては，

評価の視角を異にする。木本はハンフリーズに対して，家族の「内部矛盾を

把握しようとする視角をもたないため，あたかもその構成員の利害が一致し

ているかのような，一枚岩のような集団という前提から議論が進められてい

る。家族・親族的絆が社会的義務感を澗養する土台となり，階級的連帯への

結びつきという単純な図式がそのベースにある。われわれが批判的に検討し

た「愛の生活共同体」説批判と共通のものが見出されるのである」（同上

72-3頁）として，「ジェンダー的視点の欠如したマルクス主義的家族論の限

界をここにも見てとることができよう」（同上）という手厳しい批判を行っ

ている。

木本の批判に対しては，筆者は意見を異にする。第一に，木本の評価にさ

いしては，１９世紀イギリスにおける労動者階級家族が資本蓄積にたいして

果たした経済的にポジティブな役割に関する認識がほとんど見られないとい

うことである。ハンフリーズの1977年論文自体，当時，イギリスのＣＳＥを

舞台に華々しい議論を引き起こした家事労働論争の主要課題でもあった「家

事労働は価値を生むか否か」という問題設定自体にたいする疑問として提起

されたものでもあった。そこでの主要論点は，労働力の価値＝賃金と労働者

家族の私的生活水準の相違であり，そこには労働力供給場面である家族の生

活過程が，資本の蓄積過程，さらには景気循環の各局面（とりわけ不況局面）

において対抗的な役割を果たしうるという認識であった。

第二に，これは第一の論点にかかわるのであるが，ハンフリーズの資本蓄

積に対する家族の位置づけに関する理論は，本文でも取り上げているリュベ

リとの共著論文（Humphries,Ｊ・andRubery,Ｊ１984）の中で積極的に展開

されている。木本によるこの論文へのコメントは見当たらないのであるが，

そこでは，労働力の供給側面＝家族の相対的自律,性に関する方法論的・歴史

的展開が見られる。すなわち，家族は歴史的に捉えられるという基本的観点

と，それが資本蓄積に関して能動的機能を発揮するという点である。

第三に，木本の基本的課題が(注７参照)，現代日本におけるく企業社会〉

と近代家族モデルの「一種の「共犯関係｣」＝「均衡関係」におかれているこ

とからくるのであるが，（そしてそれは，その限りにおいて正当な課題なの

ではあるが)，企業社会の論理にもとづいて家族がジェンダー関係を規定す

る家父長制をいかに形作っていくのかという点に力点があるようである。ま
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た家族独自な論理に関しては，それをイデオロギー的なレベルで位置づける

論理が前面に出ており，経済的にしかも自律性をもつものとして捉える視点

は希薄であるように思われる。

(15）さらに，ハンフリーズは次のように述べている。「労働者階級の生活水準

は，伝統的な労働組合の関心事である賃金水準にだけではなく，賃金の管理

者である主婦の主要な関心である生活のコストに依存している。価格をとお

した労働者階級への攻撃は，歴史的に見てそれに対応する行動を生み出して

きたのである｡」（Humphriesl977,ｐ256）

(16）この第一の理由に関する，木本（1995）による説明は，「工業化初期」だ

けに問題を限定して取り扱っている。ハンフリーズの意図は，資本蓄積と家

族の位置付けという大きな枠組みのなかに位置づけられている。また，木本

はハンフリーズの家族を問題化するとき，血縁関係にもどづく一夫一婦制家

族のみを指しており，そこで本来，強調されていた，社会的ネットワークと

しての（現代における地域・コミュニティを包括するというインプリケーショ

ンをもちうる）家族について全く言及されていない。

(17）ハンフリーズは，家族について次のように述べている。「家族を一夫一婦

制と同一視することが有効ではない。一夫一婦制は，家族の存在の必要条件

でもなければ，十分条件でもない。一夫一婦制は男女関係を含んではいるが，

必ずしも，その関係によって規定される必要はない。家族は，系統的関係に

もとづく社会関係のネットワークを，等しく記述するものである」

（Humphriesl977,ｐ､242)。

(18）Lawson,Ｔ,ＥＣＯ"o〃Csα"。〃αﾉﾉbﾉ,London:Routledge,1997．

(19）足立真理子（1999）では，Ｐ・イングランドの問題提起が紹介されている。

(20）西部忠（1997）は，ベッカー理論と同様な現状認識から理論を組み立て

ている。そこでは「｢人的資本」理論（Beckerl964）が主張するように，

いまや労働力が一般商品のみならず資本にも近似しつつあるのではないか」

（143頁）と述べられている。

(21）Selten＆Ｇｕｔｈ（1982） 

(22）佐藤博樹「日本における「ファミリーフレンドリー」施策の現状と課題」

「家計経済研究」第50号，2001年５月。

(23）岡本英男（1998）は，アメリカにおけるダウンサイジングが，福祉国家シ

ステムの解体と再編を促進し，その結果，家族，地域社会，国民的コミュニ

ティを確実に衰退させている姿を丹念に描いている。また，同（2001）は，

新保守主義政権確立以降のアメリカ福祉国家システムと福祉国家財政の転換・

再編の過程を描いている。そこでは，福祉国家の枠組みを揺るがすネガティ
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ブな側面だけではなく，例えば「勤労所得税額控除（EITC)」の拡大や，

1990年アメリカ障害者法の成立などポジティブな側面も指摘されている。

岡本はそれを「時代精神にマッチした新たな内容をもった福祉国家制度が生

まれているのも見逃すことのできない重要な事実なのである」（同４５頁）と

述べている。

(24）公共政策論の立場から，出生率の低下を理論的に取り扱った簡潔な文献と

して宮島洋（1994)を参照されたい。
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《Abstract》

Ｔｈｉｓｅｓｓａｙａｒｇｕｅｓｔｈｅｖｉｅｗｏｆｔｈｅｈｏｕseholdorganizationand 

intra-houｓｅｈｏｌｄｄｅｃｉｓｉｏｎ－ｍａｋｉｎｇｉｎｔｈｅＮｅｗＨouseholdEconomics， 

Ｔｈｅａｕｔｈｏｒｐｌａｃｅｓｅｍｐｈａｓｉｓｕｐｏｎｔｈｅfactthat,incomparisonwiththe 

traditionalapproach（wheredecisionareunderstoodintermsofmaxi‐ 

mizingajointutilityfunction),thebargainingmodelusedinFeminist 

NeoclassicalEconomicsisseentoleadtoverydifferentpredictions 

relatingtohouseholddecisionlnaddition，theessayalsoexamines 

theroleplayedbyeconomicparadigmsinshapinｇｔｈｅｔｅｒｍｓｏｆｔｈｅ 

ｄｅｂａｔｅｏｖｅｒｆａｍｉｌｙａｎｄｍｅｄｉｃａｌｌｅａｖｅｉｎｔｈｅＵＳＡＪｔｄｅｓｃｒibesthe 

varyingusesofneoclassicaltheorymadebydifferentcoalitionsin 

advocatingor，quitetothecontrary，opposingfamilyandmedical 

leave． 


